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1．序　　　論
　2015年 ₉ 月末現在，所得を巡る環境が改善されないうちに，住宅売買の
増加等による家計負債規模が1,166兆ウオンとなり，前年対比，10.4％増加
するなど，継続的な増加を見せている1）。このような貸出増加は，主に，
住宅を購入するためのものであって，したがって，資産が増加するので，
負債が増加しても貸借対照表上，変動はないとの反論があるかもしれな
い。しかし，住宅所有権を取得するということは，使用・収益価値（以下
「使用価値」とする）を上げるためのものであるが，同時に，市場価格の
変動に影響を受けるという点において，意図してもいない投資も伴うもの
である。本人の資金だけで住宅を購入すれば，さほど市場価格変動に影響
を受けることはないであろうが，例えば，賃借居住者らが，金融機関から
の借入によって住宅を購入し，当該住宅を借入に対する担保として供して
いるような場合には，市場価格の急速な変動により，被担保債務不履行に
よる強制競売とつながりやすく，また，借入金の返還の債務不履行による
中央大学・漢陽大学校合同シンポジウム報告　⑴
＊　漢陽大学校教授
1）　韓国銀行，金融安定報告書 (2015年12月 )14頁参照。
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強制競売件数が，国家的規模で増加する場合，競落参加需要不足で落札価
格がさらに落ち込み，家計財政の破綻はもちろん，金融機関の大規模な不
実化を招く恐れがある。2007年頃に起きたリーマン・ブラザースの破産に
より始まったアメリカの金融危機が，まさに，上記のような道を辿ったの
である。
　現在，貸出しを受けて住宅を購入する30代から40代の家庭は，むやみ
に，貸出しを規制すると，無住宅となり，結局のところ，賃借居住をする
ことになるであろう。賃貸借制度をいくら賃借人に有利に改善しても，後
述するように，住宅を所有することにより得られるメリットを超えること
はできないはずである。したがって，貸出しを受けても住宅を購入しよう
とすること自体を責めることはできない。しかし，「無恒産　無恒心」2）と
いう言葉でわかるように，もし，住宅所有権の持つ投資危険が現実化し，
全国的規模で債務不履行の事態が起きれば，手のほどこしようもなく，家
計財政は破綻し，このような事態は，結局，社会不安の重要な要因になろ
う。しかも，金融機関の資産規模に鑑み，1,166兆ウオンの中で，一部だ
け債務不履行になったとしても，金融機関全体の健全性は，回復すること
ができないほど悪くなるであろう。
　このような状況の下で，住宅所有権の権能を再構成し，賃借居住者らの
住宅所有を促進し，住宅所有権がもたらす恵沢を浴しながら，住宅所有権
の持つ投資危険を回避するための方途を講じることにより，結果的に，担
保貸出を受け，住宅を購入するといった，需要の健全性を確保する必要が
あろう。このような議論は，金融危機以後，アメリカにおいて広範囲にわ
たって，論議されているが，以下本稿では，まずは，韓国民法上における
物権法定主義を，一般的に紹介し（2．），住宅所有権の使用価値と，投資
危険を説明した後，その中で，使用価値と住宅関連投資危険を除く住宅非
関連投資危険を，他の一般投資者に転嫁することのできる新たな概念とし
ての住宅所有権概念に関て説明し（3．），このような「中危険」な住宅所
2）　孟子　梁恵王編。
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有権概念を導入する際，抵抗が予想される物権法定主義の改正可能性につ
いて検討したい（4．）。
2．物権法定主義
⑴　意義及び根拠
　物権の種類及び内容は，法律または慣習法に定められているもののみを
許容し，それ以外のものは認めないということを，物権法定主義という3）。
民法第185条において，「物権は，法律または慣習法による以外は，任意に
戧設することができない」と定めているが，これが物権法定主義の条文的
根拠となる。物権法定主義の原則上，当事者らは，任意に法律に根拠のな
い物権を戧設することはできず，法律に規定されている内容と異なる物権
内容を戧設することも禁止されるのである。
　物権法定主義は，次の ₃ つの理由で認定されている。
　第 ₁ に，物権法定主義は，所有権を脅かす恐れのある強い制限物権を抑
止する役割を果たす。ただし，これは，前近代的で封建的な権利階層構造
から脱皮し，明確で確かな私的所有権制度を確立する過程において，歴史
的に求められた法原則である。したがって，所有権制度が明確に確立して
いる今日においては，そのことを物権法定主義の主な目的とすることはで
きないであろう4）。
　第 ₂ に，物権法定主義は，排他性と優先的効力を有する物権関連取引の
安全を保護するという機能を指摘することができる。すなわち，どのよう
な物件に，どのような物権が存するかを，第三者がわかるように，その公
示の目的を円滑に達するためには，物権の種類と内容を限定する必要があ
るのである5）。
　第 ₃ に，物件を効率的に利用するため，制限物権の種類と内容を法定化
3）　김용담編集代表，『注釈民法物権⑴（第 ₄ 版）』，韓国司法行政学会，80頁。
4）　양창수・권영준，『権利の変動と救済（第 ₂ 版）』，博英社，16頁。
5）　김용담編集代表，前掲書，81頁。
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する必要がある。すなわち， ₁ つの物件に，所有権と制限物権，または制
限物権相互間の関係及びこのような権利と義務の内容を明瞭にするため，
種類強制及び内容強制が必要である6）。
⑵　内　　　容
　物権法定主義は，明文上で法律に規定がある，あるいは慣習法により認
められる物権のみが許容され，ひいては，その物権の内容も，法律や慣習
法に定められている内容通りに認められることを意味する7）。この場合，
法律というのは，国会において制定された形式的意味における法律のみを
指す。民法，商法，集合建物の所有及び管理に関する法律，仮登記担保等
に関する法律，立木に関する法律，水産業法，鉱業法，工場及び鉱業財団
抵当法，自動車等特定動産抵当法等を挙げることができる。一方，慣習法
は，社会で繰り返された慣行により生成した社会生活規範が，社会の法的
確信と認識によって，法的規範として承認・強行されるに至ったものを指
している8）。成文法以外にも慣習法による物権の戧設を認めた理由は，主
に，近代的な民法秩序の導入以前から，伝統的に認められていた物権を，
否認せず，存続させようとしたからであるという9）。韓国の判例は，慣習
法による物権戧設を認めることに対しては積極的ではなく，慣習法上の法
定地上権や慣習法上の墳墓基地権を認めるに過ぎない。その他，慣習法上
の公示方法として，明認方法による立木所有権を認めている。しかし，私
道通行権については，このような権利が存在するという慣習法を立証する
ことができないから，慣習法上の私道通行権を認めることはできない10）と
したり，慣習法上の鉱水権，温泉権，温泉水利用権等は，存在しない11）と
6）　김용담編集代表，前掲書，81頁。
7）　양창수・권영준，前掲書，16頁。
8）　大法院2003.7.24. 宣告　2001ダ48781 全員合議体判決。
9）　양창수・권영준，前掲書，17頁。
10）　大法院2002.2.26. 宣告　2001ダ64165判決。
11）　大法院1970.5.26. 宣告　69ダ1239判決。
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したり，未登記未許可建物の譲受人の有する「事実上の所有権」概念も認
めない12）としている。
　また，原告らの父親が，本件土地を提供し，部落民らが建築費用を一部
拠出し，区役所が残りの費用を負担して建築した農村指導所建物の敷地に
関し，農村指導所が目的に見合った用途に使用していないことを理由に，
原告らが当該建物の撤去と本件土地の明渡を求めた訴訟において，父親に
よる本件土地の使用収益権の永久的放棄を認めなかった13）。
　物権法定主義は，法律や慣習によらなければ，誰も任意に新たな種類の
物権を戧設することができないとするものである14）。したがって，所有者
は，第三者に対し，法律等が定める種類や内容と異なる種類や内容の物権
を設定することを約束したとしても，そのような物権を設定することがで
きなくなるのである。
⑶　物権法定主義違反の効果
　物権法定主義に反し，当事者が，任意に戧設した物権は，物権としての
効力を有しない。したがって，その物権の排他的支配力は，法律的な保護
を受けることができず，不動産に関し，質権を設定しても，その効力を失
い，また，交換価値はもとより，利用価値をも支配できることを内容とす
る抵当権を設定したとしても，抵当権としての効力はないのである。
　もし，このような物権が当事者の約定によって戧設された場合，その約
定を履行する義務があるのかについては議論があるが，物権法定主義は，
社会一般の利害に重大な影響を及ぼす民法の根本構造に関するものであっ
て，これと異なる内容を形成しようとする約定の履行義務は，認めないほ
うが妥当であるという見解もある15）。
12）　大法院1996.6.14. 宣告　94ダ53006判決。
13）　大法院2009.3.26. 宣告　2009ダ228，235判決。
14）　양창수・권영준，前掲書，20頁。
15）　양창수・권영준，前掲書，21頁。
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⑷　物権法定主義の問題点
　物権法定主義は，上記のような理由で，「社会一般の利害に重大な影響
を及ぼす民法の根本構造に関するもの」であるから，当然の法原則とし
て，疑問を呈する余地はないとする立場が強い。しかしながら，次のよう
な問題点がある。
　まず，経済的取引関係が発展するにつれ，社会的には，これに相応しい
形での物権が必要であるが，立法の速度が，これに追いつかない場合に
は，法律と社会的要求との間の乖離が生じうる。
　また，上記のような法律と社会的要求との間に乖離が生じた場合，その
現実的解決策として，各種の慣習法が発達し得る16）。
3．物権の内容及びその権能の再構成の試み
⑴　物権の意義及び種類
　物権は，物件を排他的に支配することができるという「利益」に対し，
その排他的支配性を実現できる物権的請求権と同様の法的保護手段を付与
した権利を指している。最も完全な形態の物権は，物件を排他的に使用・
収益・処分することのできる権能で構成された所有権であろう。上記の権
能の中で，一部を排他的に支配する物権が制限物権であるが，使用・収益
権能を排他的に支配するのが用益物権であり，この用益物権には，地上
権，地役権，傳貰権が含まれる。また，処分権能を排他的に支配するのが
担保物権であり，これには，留置権，質権，抵当権が含まれるのである。
　所有権は，歴史の変遷により，絶えることなく変貌するものであるか
ら，今日のほとんどの法制は，所有権に対する内容や権能を規定しながら
も，その概念については，具体的に規定していないのである17）。所有権を
全面的・絶対的・排他的支配権として把握していたローマ法から，共同所
16）　舟橋諄一・徳本鎮，『新版注釈民法⑹』，有斐閣，217頁。
17）　김용담編集代表，前掲書，443頁。
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有的性格の強い事実的支配という要素が強調されたゲルマン法時代を経
て，さらに，上級所有権及び下級所有権という分割所有権に基づく中世時
代を経て，物件を全面的に支配するという利益に法的保護を与えた近代的
所有権概念が形成された。しかし，所有権概念を具体的法秩序から分離
し，独立した抽象的概念として定義するのは，理論的には可能であろう
が，既に述べたように，歴史的変遷史に鑑み，経済的・政治的・社会的要
素によって変遷する流動的概念であることを考慮すると，困難であろう。
したがって，物権法定主義と所有権概念の歴史性・相対性に鑑み，韓国法
において，正確な所有権概念を把握することがますます重要であろう。
　所有権は，排他的に支配する使用・収益・処分権能を生成する淵源とい
えるが，それは，使用・収益・処分権能の総和としてではなく，このよう
な権能を作り出す淵源としての意味を有することを指している18）。所有権
は，上記の権能以外にも，占有，保存，管理等，所有者が所有物に対し行
使するすべての権能を包含する。
⑵　住宅所有権の有する投資危険負担的性格及びこれによる社会的不安
定性
　住宅所有権を取得した者は，住宅価格の騰落により，意図してもいない
投資危険に過度にさらされる恐れがある19）。2007年頃に起きたアメリカの
sub-prime mortgage の事態を通じ，住宅所有者が大きな投資危険にさら
される恐れのあることが明らかになった。大体，住宅が資産の大部分を占
めているのは，多くの徐民である。最近，韓国では，30代～40代の家長が
住宅を購入しようとする場合，その住宅を担保に供し，金銭を借りて住宅
を購入しており，住宅担保貸出規模が史上最高額である1,200兆ウオンを
超えているのが実情である。このような状態では，住宅価格が暴落する事
態に直面したら，数多くの家庭が破産するなど，社会的に大混乱を招くで
18）　김용담編集代表，前掲書，469頁。
19）　Lee Anne Funnell, The Unbounded Home, Yale Press, p. 174.
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あろう。
⑶　住宅所有者の望まない投資危険の回避方法
　住宅所有者が上記のような投資危険に備えられる所有権の権能を再構成
した新しい形態の住宅所有権制度を導入する必要がある。信用供与に焦点
を当てた既存の抵当権制度を通じては，このような機能は，まったく実現
できず，そのほか，民法その他の法律に定められた物権関連規定によって
も，この目的を達成することはできないのである。したがって，住宅所有
権に属する各種の権能を再構成し，住宅所有権者は，安定的な用益権能を
享受し，一般投資者が住宅価格変動の恵沢（価格上昇）と危険（価格下
落）を保持できる新たな形態の住宅所有権制度を導入しなければならない
のである。そうすることによって，住宅所有者は，望んでいない投資危険
を回避することができるし，住宅価格の急激な変動により，大規模な債務
不履行事態が発生することによる金融機関の不安定化を防止することがで
きるであろう。これについては，アメリカにおいて，次のような幾つかの
試みがあった。これらの試みは，2007年度金融危機以後，活発に議論され
ており，伝統的な住宅所有権概念を再定義することによる抵当権制度を改
善する方法で，住宅の価格の変動を投資者に転嫁し，住宅所有者は，安定
的な使用価値を確保する方式で，制度改善を図っているのである。
　1）イリノイ州 Oak Park 市において，1970年代に実施した住宅所有者
に対する住宅価格保証プログラム（Homeowner equity assurance program）
　これは，住宅価格保証プログラムに ₅ 年以上加入した後，加入当時評価
した住宅価格より低い価格で処分した場合，これによって生じた差額の80
％を，Oak Park 市が負担することを内容とする福祉制度である。ただ，
上記の差額を算定する際に，Oak Park 市全体の住宅価格が下落した分は
除き，また個別住宅に発生した損傷や瑕疵による下落分を除いて算定して
いた。このプログラムは，元来，白人が犯罪等の都市スラム化現象を避け
るため，郊外に移住することを防ぐために導入したものであるが，同市
は，このプログラムに加入した市民を相手に，住宅の安定的使用価値を保
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証する代わりに，不測の交換価値下落危険を回避できるようにしたのであ
る20）。Oak Park 市が，このプログラムを導入した結果，急激な住宅価格
の下落が生じることはなく，したがって，このプログラムにより，損失補
償金を受領した事例は一件もなかった21）。このプログラムは，NIMBY 現
象に対処するため導入した制度であるが，住宅価格の下落から，住宅所有
者を保護する役割をも果たしたのである。
　2）住宅価格指数を基礎とした先物及びオプション
　2006年春から，シカゴ商品取引所において，住宅価格指数を基礎として
開発された先物とオプションが上場され，取引を開始した。この先物とオ
プションによって，関連投資者は，住宅市場に関わる危険を負担する一
方，住宅所有者は，このような危険を回避することができたのである。
　3）引上げ分共有担保（shared-appreciation mortgages）及び住宅価値協
同組合（limited equity cooperatives）， 住宅パートナーシップ（housing 
partnership）等，住宅価格の変動を回避するためのその他の制度
　住宅安定及び経済回生法（The Housing and Economic Recovery Act of 
2008）は，上記の制度の成果を契機に，政府が保証する債務調停付き抵当
権の恵沢を受けている住宅所有者は，対象住宅を処分したり，新たな抵当
権に乗り換える場合，政府と住宅価格上昇分を一定の比率で分配すること
を条件に，政府が保証する新たな担保付き賃借を可能にする法律である。
　4）上記のような試みが定着に失敗した原因
　このように，住宅所有者の安定的な使用価値確保と市場価格変動の危険
を回避する手段が提案され続けているが，どの制度も定着するのに失敗し
ては，また新しい制度が提案されている。その根本的原因は，住宅所有権
の，市場に対する適応力の大きい権能の再構成に関する一貫性のある理論
20）　Maureen A. McNamara, The Legacy and Efﬁcacy of Homeowner’s Equity Assur-
ance: A Study of Oak Park, Illinois, Northernwestern Law Review 78 (1984), 
pp.1468─1469.
21）　Robert J. Shiller&Allan N. Weiss, Home Equity Insurance, Journal of Real Es-
tate Finance and Economics 19 (1999), p. 33.
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を，その背景にしなかったことにある。
⑷　住宅所有権の 2 つの要素
　1）使用価値（homeownership as consumption）22）
　住宅は，使用価値を有する。その使用価値を享有するためには，住宅を
購入して住宅所有者になってもよいし，その住宅所有者より賃借して居住
する賃借居住者になってもよい。
　使用価値で把握した住宅価値は，年間賃借料に，市場利息率を掛けた金
額である。例えば，市中金利が年 ₅ ％の場合，使用価値で把握した家賃
500万ウオンの住宅の価格は，12億ウオン（500万ウオン×100/5）でなけ
ればならない。もちろん，住宅を保有することによる税金や維持修補費等
の管理費用もかかるし，空き家の可能性もあるから，諸般の事情を考慮す
れば，上記の価格よりは高くなるであろう。だが，議論を単純化するた
め，使用価値を上記の方式で計算することにする。
　なお，上記のように形成した価格の下で，住宅所有者と賃借居住者との
間に，無差別的な状況があるわけではない。賃借居住者は，毎年，家賃が
上がるかもしれないという不安から，賃貸借契約が終了した後に，今の住
まいに継続して住めるかどうかわからないという危険にさらされる。他
方，住宅所有者は，住宅購入時に支払った価格で固定され，賃料変動によ
る追加的危険にさらされることのない相対的優位の地位にある。その他に
も，賃借居住者は，住宅所有者が当該住宅を他の用途に転用しようとする
ときに，効果的な対応をとることができず，修繕及び構造変更等に自律性
がほとんどなく，多くの劣後的地位に置かれるのみならず，このような不
便を解消するため，賃貸借契約上の賃借人の権利を強化し，物権的権利と
同様に保護したとしても，その格差は多少なりとも縮まるかもしれない
が，住宅所有に対して有する根本的な劣後的地位自体を変えることはでき
ないのである。
22）　Lee Anne Funnell, op. cit., p.180.
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　2）投資価値
　住宅所有者になると，上記のような使用価値のみならず，住宅購入に伴
う投資効果をも享有することができる。韓国民法第211条に定められた
「所有者は，……所有物を……処分する権利を有する。」というのは，所有
者の処分権の中で，初期投資費対比，損失発生または収益発生の可能性と
いう投資危険も，共に抱えることを意味する。およそ，住宅というのは，
各家庭の資産目録の中で，第 ₁ 位を占めるほど重要な投資対象である。も
し，相当な規模の貸出を受け，住宅を購入するとしたら，このような投資
危険は，家庭財政興亡の鍵となるのであろう。しかし，このような投資
が，果たして効率的投資なのかは，疑問である。もし，住宅所有のもたら
す前述した便益を考慮せずに，投資という観点からのみ，資産を配分しよ
うとしたら，多くの住宅購入者にとって，住宅購入は，効果的な投資先で
はなく，したがって，高い比重で投資することはないであろう。住宅所有
者は，「最終の投資危険負担者（residual claimant）」なのである。
　このような投資危険を細分してみると，第 ₁ ，自己の住宅を維持・修補
する努力等に関わった投資危険と，第 ₂ ，自己の努力とは無関係に，住宅
市場変動による投資危険とに分けることができる。住宅所有者をして前者
の危険は負担せしめ，後者の危険は他に負担を転嫁させることにより，住
宅を所有することによる過度な投資危険を減らすことができるであろう。
このように，伝統的な住宅所有権概念と異なる形態の中危険住宅所有権
（homeownership as minimum package）概念を新たに導入する必要がある
のである。単に，住宅所有権の持つ使用価値上の恵沢を享有するために，
住宅所有に伴う不必要で過大な投資危険や過大な比率で投資危険を負担す
るようになれば，家庭財政は，その健全性が害され，金融制度の不安定性
を招来する社会全体的な危険要因となろう。
　上記のことを要約すると，住宅所有者になるということは，次のような
意味を有する。第 ₁ に，使用価値を購入する意味がある。先に説明したよ
うに，住宅所有は，賃借居住者に比べ，相当な恵沢をもたらす。だから，
住宅価格は，賃貸料に，市場利息率の逆数を掛けた金額以上で形成されて
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いるのである。例えば，狎鷗亭洞65平方アパートの家賃が月500万ウオン
で，各種税金，修繕費が月平均100万ウオン程度，合計600万ウオンがかか
るとしよう。この場合，現在，住宅担保の平均市中金利が4.66％23）である
ことに鑑みると，当該アパートの市場価格は，15億4000万ウオン程度で形
成されなければならない。だが，当該アパートの市場価格は，大体27億ウ
オン程度で形成されている。住宅所有の持つ恵沢のおかげでこのような超
過価格が形成されているのである。第 ₂ に，住宅所有者の維持・補修等の
努力によって形成される住宅価格の変動分がある（これを，住宅関連投資
危険という）。第 ₃ に，住宅所有者の個別的努力とは全然無関係に，外部
の経済世界の事情変化による住宅価格変動分がある（これを，住宅非関連
投資危険という）。第 ₁ は，住宅購入がその目的であり，第 ₂ において掲
げた危険は，住宅を購入する人々に予想される，所有に伴う危険であり，
住宅所有者の個人的な努力によってその投資危険を管理できるものであ
る。しかし，第 ₃ において掲げた危険は，住宅購入者がまったく予想して
いない投資危険である24）。もし，第 ₃ の危険を外部に転嫁させ，第 ₁ と第
₂ の理由を中心に，住宅を所有できるようにする投資手法を開発すれば，
とても効果的であろう。もしも，このようにすることができるのであれ
ば，追加的な投資危険を負担することを嫌がって住宅購入を躊躇している
人々をして，単に，住宅の使用価値と，自己の管理可能な維持・修補等に
対する努力によって左右される投資危険だけを負担したまま，住宅購入に
出ることができるので，住宅に対する需要が大きく増加し，したがって，
国民の生活がさらに豊かになると思われる。むろん，個人の投資傾向に従
い，第 ₃ の投資危険の引き受けを希望する人々は，伝統的な住宅所有権を
そのまま確保すればよいのである。
　また，一般投資者からみても，住宅を購入し，賃貸事業を始める場合，
賃借人の非倫理的行動（moral hazard）による多様な危険にさらされるが，
23）　韓国のウリ銀行のウリ不動産ローン（一般資金）住居用不動産基準基本金利
は4.66％程度である。
24）　Lee Anne Funnell, op. cit., p.186.
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このような投資形態をとらずに，直接住宅価格変動に対する投資に出るこ
とができるので，よい投資先が追加的に提供する便益も生じるのである。
⑸　住宅所有権上の諸権能の再構成
　住宅所有権上の諸権能を再構成することによって，住宅所有者に，投資
危険の負担の程度を調整する選択権を与えることができる。したがって，
伝統的な住宅所有権とともに，中間水準の投資危険の負担も可能にする新
たな形態の住宅所有権も別途導入し，住宅所有を望んでいる消費者に，自
己の置かれている立場と，危険をどの程度受け入れるかに基づいて，選択
権を与えるようにしなければならない。このことを整理すると，下図のと
おりである。
Components of homeownership
　出所：Lee Anne Fennell, The Unbounded Home, Yale Press, p.188
Traditional
Homeownership
H.20 Ownership
(Minimum
Package)
Renting
investment
consumption
offsite factors:
larger tides
offsite factors:
local spillovers
onsite factors
ownership premium
　今まで，住宅購入を希望する人々は，伝統的な住宅所有権と賃借居住と
の間で，一か八かという選択を強要されてきた。しかし，上記のような中
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間水準の住宅所有権を別途導入すれば，より幅広い選択をすることができ
るし，ひいては，中危険住宅所有権を通じ，自己の堪えることのできない
投資危険を負担する必要もなく，住宅所有の持つ恵沢を十分に享有する機
会が与えられるのであろう。
4．中危険住宅所有権の導入及び物権法定主義修正の必要性
⑴　Lee Funnell 教授の提案した住宅所有権　H.2.0
　Lee Funnell 教授は，伝統的所有権以外にも，中危険住宅所有権を新し
く導入することを提案しつつ，投資危険を，維持・修補のような住宅関連
投資危険（on-site investment risk）と住宅非関連投資危険（off-site invest-
ment risk）とに区分し，前者は，住宅所有者がすべて負担するが，後者
の場合は，住宅所有者が ₀ ％水準から100％水準まで自由に選択して，残
りの部分は，一般投資者が投資できるようにする中危険住宅所有権の追加
的導入を主張しているのである25）。後者の場合，100％投資をすれば，伝
統的な住宅所有権になる。これを制度的・具体的に実現する方法は，一般
投資者が住宅所有者の住宅に関する住宅非関連投資危険を負担する代わり
に，後で投資利得を得られるように住宅所有権制度を設計することであ
る。このような制度は，住宅所有者はもちろん，一般投資者にも利得の多
い制度であろう。住宅所有者は，住宅非関連投資危険を回避することによ
って結果的に住宅を購入しやすくなり，このようにして節約した金銭で，
他のいい投資先を探すことのできる機会を提供する利得があるのみなら
ず，一般投資者にも，住宅使用価値と分離した新たな住宅投資機会が生じ
ることになる。
25）　Lee Anne Funnell, op. cit., p.198, Lee Anne Funnell, Homeownership2.0, North-
western Law Review, Vol. 102, No3, p.1070.
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⑵　物権法定主義の修正の必要性
　上記のような中危険住宅所有権は，現在のところ，基本的設計だけが提
示されており，その細部構造までは，きちんと提示していないのが現状で
ある。必然的に，市場の評価を経て，最適な形で受容しなければならない
であろう。ところで，硬直的すぎる物権法定主義のせいで，民間分野にお
いて，自生的に新しい類型の住宅所有権が登場する余地をなくしてしまっ
た。したがって，公示制度を完備することを条件に，一定の範囲で，物権
法定主義を緩和する必要があるのである。物権法定主義が結局，公示の目
的を達成するためのものであることを考えれば，公示効果が十分である場
合には，住宅所有権上の諸権能を再構成することにより，新しい類型の住
宅所有権を導入してもよいはずである。立法を通じての導入は，官僚的非
効率はもとより，市場需要に適合する最適な新住宅所有権を見つけ出すに
は，不適当である。物権法定主義の厳格すぎる運用は，社会の活力を害す
るものであるから，必ず，修正しなければならないのである。
5．結　　　論
　住宅所有は，賃借居住に比べ，いろいろな社会的純機能があるにもかか
わらず，それに伴う不必要な投資危険のせいで，家庭財政及び金融健全性
に対する大きな危険要素となっている。最近，新規住宅を購入するための
住宅担保家計貸出増加に関し，国家レベルで注目されているのは，住宅所
有権の持つ上記のような付随的効果のためである。このような必要性に応
じ，一時期，受益共有型 mortgages ローン26）が販売されたことがある。
26）　受益共有型 mortgages は，生涯最初に住宅を購入し，あるいは ₅ 年以上無
住宅であった人々を対象に，20年間 ₂ 億ウオン範囲内で，年1.5％で，20年間
一定期間経過後，元利金均等償還方式で貸し出す商品で， ₃ 年以後処分した
ら，購入額対比貸出平均残高を計算し，処分利益を帰属させる方式の金融商品
であった。似たような構造の損益共有型 mortgages も販売したが，消費者の
多くは，受益共有型を選んでいた。現在は，販売中断である（ウリ銀行ホーム
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単純に，金融手法の側面で当該商品を開発したので， ₈ 年が経過した後に
精算するようにするなど，借入をした者に不利な点が浮き彫りとなり，各
種制約のせいで，現在ではその販売が中止されている。もし，前述したよ
うな中危険住宅所有権上の一般投資者を物権的に保護することができてい
たら，住宅所有者に，より多くの恵沢と自由を与えながら，一般投資者の
投資利益も安定的に保護できたであろうし，呆気なく，販売中止にもなら
なかったはずである。したがって，中危険住宅所有権を，別途導入し，住
宅新規購入希望者をして，投資危険にさらされることなく，住宅を購入で
きるようにすることにより，よりよい貸出条件で貸出しを受けることもで
きるだろうし，将来，住宅価格の暴落による危険も負担することなく，家
計財政健全性を十分に確保することができるであろう。このような新制度
を導入するため，公示方法を強化しながら，物権法定主義の有する厳格性
を緩和する必要があろう。
ページより）。
